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埼玉県議会令和７年２月定例会付議予定議案件名表 

【議案】 

予算 

案件名 概要 

１ 

令和７年度埼玉県一般会計予算 本年度 ２，２３０，８９０，０００千円 

前年度 ２，１１９，７４４，０００千円 

増減額  １１１，１４６，０００千円 

伸び率   ５．２％ 

２ 

令和７年度埼玉県公債費特別会計予算 本年度 ５５７，６５６，０２３千円 

前年度 ５３６，９７７，６９０千円 

増減額  ２０，６７８，３３３千円 

伸び率  ３．９％ 

３ 

令和７年度埼玉県証紙特別会計予算 本年度  ５７，０４９千円 

前年度  ４２９，５６０千円 

増減額 △３７２，５１１千円 

伸び率  △８６．７％ 

４ 

令和７年度埼玉県市町村振興事業特別会計予算 本年度 １３，６８７，９２１千円 

前年度 １３，４９５，７５３千円 

増減額 １９２，１６８千円 

伸び率 １．４％

資料１ 
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案件名 概要 

５ 

令和７年度埼玉県災害救助事業特別会計予算 

 

  本年度        ８５０，５８４千円 

  前年度        ７９１，８０５千円 

  増減額         ５８，７７９千円 

  伸び率               ７．４％ 

 

６ 

令和７年度埼玉県母子父子寡婦福祉資金特別会計

予算 

 

  本年度      １，０４５，４８３千円 

  前年度      １，１２０，２９９千円 

  増減額        △７４，８１６千円 

  伸び率              △６．７％ 

 

７ 

令和７年度地方独立行政法人埼玉県立病院機構貸

付金事業等特別会計予算 

 

  本年度     １５，７２０，５３８千円 

  前年度     １３，７０６，４８０千円 

  増減額      ２，０１４，０５８千円 

  伸び率              １４．７％ 

 

８ 

令和７年度埼玉県国民健康保険事業特別会計予算 

 

  本年度    ５７３，０４５，１１３千円 

  前年度    ５８８，０５４，８８０千円 

  増減額    △１５，００９，７６７千円 

  伸び率              △２．６％ 

 
９ 

令和７年度埼玉県中小企業高度化資金特別会計予

算 

 

  本年度        １１８，２６３千円 

  前年度        １２１，３３１千円 

  増減額         △３，０６８千円 

  伸び率              △２．５％ 

 
１０ 

令和７年度埼玉県就農支援資金貸付事業特別会計

予算 

 

  本年度         ３１，４１０千円 

  前年度         ３１，５０６千円 

  増減額            △９６千円 

  伸び率              △０．３％ 
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案件名 概要 

１１ 

令和７年度埼玉県林業・木材産業改善資金特別会

計予算 

 

  本年度         ２５，３３５千円 

  前年度         ２０，６５０千円 

  増減額          ４，６８５千円 

  伸び率              ２２．７％ 

 

１２ 

令和７年度本多静六博士育英事業特別会計予算 

 

  本年度         ４５，４８５千円 

  前年度         ４０，２８３千円 

  増減額          ５，２０２千円 

  伸び率              １２．９％ 

 

１３ 

令和７年度埼玉県用地事業特別会計予算 

 

  本年度      ５，７２１，１０２千円 

  前年度      ３，６０４，５６２千円 

  増減額      ２，１１６，５４０千円 

  伸び率              ５８．７％ 

 

１４ 

令和７年度埼玉県県営住宅事業特別会計予算 

 

  本年度     １５，２８９，３１９千円 

  前年度     １２，９１３，５０１千円 

  増減額      ２，３７５，８１８千円 

  伸び率              １８．４％ 

 

１５ 

令和７年度埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計

予算 

 

  本年度        ９００，８５６千円 

  前年度        ６８９，８８５千円 

  増減額        ２１０，９７１千円 

  伸び率              ３０．６％ 

 

１６ 

令和７年度埼玉県公営競技事業特別会計予算 

 

  本年度     ６３，４０６，６５０千円 

  前年度     ５０，６３９，８２４千円 

  増減額     １２，７６６，８２６千円 

  伸び率              ２５．２％ 
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案件名 概要 

１７ 

令和７年度埼玉県総合リハビリテーションセンタ

ー病院事業会計予算 

本年度 ４，５６３，１７６千円 

前年度 ４，４０４，２３１千円 

増減額  １５８，９４５千円 

伸び率  ３．６％ 

１８ 

令和７年度埼玉県工業用水道事業会計予算 本年度 ３，８４１，６４８千円 

前年度 ３，５７９，８５３千円 

増減額  ２６１，７９５千円 

伸び率  ７．３％ 

１９ 

令和７年度埼玉県水道用水供給事業会計予算 本年度  ９７，２００，９０４千円 

前年度 １００，８９８，２８１千円 

増減額  △３，６９７，３７７千円 

伸び率 △３．７％

２０ 

令和７年度埼玉県地域整備事業会計予算 本年度 ２６，６３１，２６５千円 

前年度 １５，３５９，９５０千円 

増減額 １１，２７１，３１５千円 

伸び率  ７３．４％ 

２１ 

令和７年度埼玉県流域下水道事業会計予算 本年度 ９１，０６４，２０３千円 

前年度 ８７，９０４，８００千円 

増減額 ３，１５９，４０３千円 

伸び率 ３．６％
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条例 
 

案件名 概要 

１ 

埼玉県手数料条例の一部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨  

  宅地造成及び特定盛土等規制法の規定に基づき、知事が宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域
を指定すること等に伴い、宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可申請手数料等の額を定めるとともに、
建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料の額を改定する等するための改正 

  

２ 内  容 

（1） 手数料の新設 

  (例) 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可申請手数料 

      盛土等の土地の面積に応じ １６，０００円～６７０，０００円 

 

（2)  手数料の額の改定等 

  （例）建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料（簡易な評価方法） 

申請種別 現行 改正後 

住宅 適合義務なし ２０，０００円＊ 

非住宅 床面積に応じて１０２，０００円～５１０，０００円 

    ＊一戸建て住宅で床面積２００㎡未満の場合 

 

（3) 規定の整備 

 

３ 施行期日  

  令和７年４月１日等 
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案件名 概要 

２ 

埼玉県職員定数条例の一部を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨  

    児童虐待防止対策の強化、第三十八回全国健康福祉祭埼玉大会の開催、下水道管の復旧工事及び再発防止対策の

推進等に対処するため、職員の定数を改定するための改正 
 
２ 内  容   

  職員定数の改定   

 現 行 改正後 

知事部局 ７，１５９人 ７，２５３人 

人事委員会事務局 ２８人 ３１人 

下水道局 １１１人 １２１人 

 

３ 施行期日  
  令和７年４月1日 

 

３ 

埼玉県個人番号の利用等に関する条例の一部

を改正する条例 

 

【企画財政部】 

 

１ 趣  旨  

  県民の利便性の向上及び行政事務の効率化等を図るため、個人番号を利用することができる事務として特定の疾 

 患にり患した者に対する医療の給付に関する事務を追加する等するための改正 

 

２ 内  容 

（1） 県が独自に個人番号を利用することができる事務の追加 

    県が指定した特定の疾患にり患した者に対する医療の給付に関する事務の追加 

 

（2） 県が独自に個人番号を利用できる事務の一部廃止等 

    省令に規定された準法定事務等と重複する独自利用事務等について、条例別表から削除する 

 

（3） 規定の整備 

 

３ 施行期日  

  令和７年１２月１日等 
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案件名 概要 

４ 

職員の給与に関する条例等の一部を改正する

条例 

【総務部】 

１ 趣  旨 

人事委員会の勧告等を踏まえ、給与制度の整備等を行うための改正 

２ 内 容 

（1） 職員の給与に関する条例の一部改正

ア 給料表の見直し

職務や職責をより反映した給与体系とする

イ 扶養手当の見直し

段階的に配偶者に係る手当を廃止、子に係る手当額を引上げ

扶養親族 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

配偶者 
行政職７級以下 ６，５００円 ３，０００円 支給しない 

行政職８級 ３，５００円 支給しない 支給しない 

子 １０，０００円 １１，５００円 １３，０００円 

ウ 地域手当の見直し

支給割合の引上げ ８．３％ → ８．５％

ただし、給与水準が変わらないよう、給料月額を調整

エ 通勤手当の見直し

１か月あたりの支給限度額を１５万円に引上げ

オ 在宅勤務等手当の新設

１か月あたり３，０００円の範囲内で支給

カ その他手当の見直し

単身赴任手当、管理職員特別勤務手当、住居手当、特地勤務手当等について、人事委員会勧告を踏まえて

所要の改正を行う 

（2） その他条例の一部改正

人事委員会勧告等を踏まえて、以下の条例について所要の改正を行う

ア 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例

イ 一般職の任期付職員の採用等に関する条例

ウ 職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例

エ 職員の退職手当に関する条例

オ 会計年度任用職員の報酬等に関する条例

カ 職員の育児休業等に関する条例

３ 施行期日等 

令和７年４月１日 ただし、一部規定については、所要の経過措置を設ける 
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案件名 概要 

５ 

職員の旅費に関する条例等の一部を改正する

条例 

【総務部】 

１ 趣  旨 

国家公務員等の旅費に関する法律の一部改正等を踏まえ、職員等の旅費制度の見直し等を行うための改正 

２ 内 容 

（1） 職員の旅費に関する条例の一部改正

ア 宿泊料の支給方式の変更

定額支給 → 実費支給（旅行先に応じた上限あり）

イ 日当の見直し

宿泊料に含まれていた朝・夕食代等を、日当として支給

昼食代の廃止

ウ 自家用自動車車賃額の改定

ガソリンの小売価格等を考慮して改定

（2） その他条例の一部改正

以下の条例を改正し、特別職等の宿泊料と日当を見直し

特別職の職員の給与及び旅費に関する条例

埼玉県教育委員会教育長の給与等に関する条例

行政委員会の委員及び監査委員の報酬及び費用弁償に関する条例

ア 宿泊料の支給方式の変更

定額支給 → 実費支給（旅行先に応じた上限あり）

イ 日当の見直し

一般職と同額とする

３ 施行期日 

令和７年４月１日 
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案件名 概要 

６ 

職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部 

を改正する条例 

【総務部】 

１ 趣  旨 

 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部改正及び、人事委員会が行った

人事管理に関する報告を踏まえ、職員の申告を考慮して勤務時間を割り振る制度の対象となる職員の範囲を拡大等

するための改正 

２ 内 容 

（1） 勤務時間等の弾力的な設定

ア フレックスタイム制の対象を全職員に拡大

イ 休憩時間を任意の時間に設定することを可能とする

（2） 仕事と育児・介護の両立支援制度の拡充等

ア 時間外勤務の制限の対象となる子の範囲の拡大

３歳に満たない子 → 小学校就学の始期に達するまでの子

イ 仕事と介護の両立支援制度の周知など、任命権者が講じなければならない措置を規定

３ 施行期日 

令和７年４月１日 

７廃 

埼玉県土採取条例を廃止する条例 

【環境部】 

１ 趣  旨 

 宅地造成及び特定盛土等規制法の規定に基づき、知事が宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域を指定

することにより、危険な盛土等が包括的に規制されること等を踏まえ、埼玉県土採取条例を廃止するための条例の

制定 

２ 内 容 

（1） 埼玉県土採取条例の廃止

（2） 規定の整備

３ 施行期日 

令和７年７月１日 
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案件名 概要 

８ 

埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条

例の一部を改正する条例 

【環境部】 

１ 趣  旨 

 宅地造成及び特定盛土等規制法の規定に基づき、知事が宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域を指 

定することにより、危険な盛土等が包括的に規制されること等を踏まえ、土砂の堆積等に係る規制を廃止するとと 

もに、規定の整備をするための改正 

２ 内 容 

（1） 規制の廃止

ア 土砂の堆積の規制（汚染土砂の堆積の禁止及び汚染調査義務は引き続き規制）

イ 土砂の排出の規制 等

（2） 規定の整備

（例）条例名の改正

（現 行）埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例 

（改正後）埼玉県土砂の堆積による土壌の汚染の防止に関する条例 

３ 施行期日 

令和７年７月１日 

９ 

埼玉県民生委員の定数を定める条例の一部を

改正する条例 

【福祉部】 

１ 趣  旨 

地域の実情を踏まえ、民生委員の定数を改定するための改正 

２ 内  容 

 １４市町の民生委員の定数を改定 

（例）加須市 

現行 改正後 

２４７人 ２５２人 

３ 施行期日 

令和７年１２月１日 
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案件名 概要 

１０ 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律施行条例の一部を改正する

条例 

 

【福祉部】 

 

１ 趣  旨  

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、 

 設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）等の一部改正を踏まえ、指定障害福祉サービス

等に係る運営に関する基準を改定するための改正 

 

２ 内  容 

  指定生活介護事業者等が献立の内容等について保健所の指導を受けるよう努めるとされる場合 

  （現 行）食事の提供を行う場合であって、栄養士を置かないとき 

  （改正後）食事の提供を行う場合であって、栄養士又は管理栄養士を置かないとき 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 

 

１１ 

児童福祉法施行条例の一部を改正する条例 

 

【福祉部】 

 

１ 趣  旨  

  児童福祉法の一部改正等に伴い、一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定める等するための改正 

 

２ 内  容 

（1） 一時保護施設の設備及び運営に関する基準の新設 

  （基準の例） 

  ・少年の居室の一室の定員は、一人とするよう努める 

  ・入所している児童の安全を確保するため、事故の防止及び防犯に関する措置を講ずるよう努める 

 

（2） 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の改定 

   給付金として支払を受けた金銭を管理しなければならない施設に、母子生活支援施設を追加 

 

３ 施行期日 

  公布の日 
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案件名 概要 

１２廃 

埼玉県県民健康福祉村条例を廃止する条例 

 

【保健医療部】 

 

１ 趣  旨  

  埼玉県県民健康福祉村を廃止するための条例の制定 

 

２ 内  容 

  埼玉県県民健康福祉村を廃止 

 

３ 施行期日 

  令和８年４月１日 

 

１３ 

さいたまスーパーアリーナ条例の一部を改正

する条例 

 

【都市整備部】 

 

１ 趣  旨  

  さいたまスーパーアリーナの利用に係る料金の額の範囲を変更等するための改正 

 

２ 内  容 

  利用料金の上限額の改定等 

（例）メインアリーナ 

 現行 改正後 

平日 ７，５２４，０００円以下 ８，７１２，０００円以下 

休日 ８，２７７，０００円以下 １３，８６０，０００円以下 

 

３ 施行期日 

  令和９年４月１日 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 15 -

案件名 概要 

１４ 

知事の権限に属する事務処理の特例に関する

条例の一部を改正する条例 

【都市整備部】 

１ 趣  旨 

 宅地造成及び特定盛土等規制法の規定に基づき、知事が宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域を指定

することに伴い、知事の権限に属する事務の一部を市町村が処理することとするための改正 

２ 内  容 

新たに移譲を行う事務 １事務 

都市計画法の開発許可を受けた工事に係る宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく中間検査等 

３ 施行期日 

令和７年７月１日 

１５新 

宅地造成及び特定盛土等規制法施行条例 

【都市整備部】 

１ 趣  旨 

 宅地造成及び特定盛土等規制法の規定に基づき、知事が宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域を指定

することにより、特定盛土等が規制されること等を踏まえ、特定盛土等規制区域における許可を要する特定盛土等

の規模等を定めるための条例の制定 

２ 内  容 

特定盛土等規制区域における特定盛土等及び土石の堆積の許可対象規模の引下げ 

（例）盛土又は切土をする土地の面積 

（法令の基準）３，０００㎡超となるもの → （条例制定後の基準）５００㎡超となるもの 

３ 施行期日 

令和７年７月１日 
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案件名 概要 

１６ 

埼玉県高齢者、障害者等が円滑に利用できる建

築物の整備に関する条例の一部を改正する条

例 

 

【都市整備部】 

 

１ 趣  旨  

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部改正等を踏まえ、条例で定める特別特定建

築物の建築物移動等円滑化基準に付加する事項を改める等するための改正 

 

２ 内  容 

（1） 条例で定める特別特定建築物の建築物移動等円滑化基準に付加する事項の改正 

 （例）床面積の合計が１，０００㎡未満の建築物に対し、１以上の車椅子使用者用便房の設置（現行基準の維持） 

 

（2） 規定の整備 

 

３ 施行期日 

  令和７年６月１日 

 

１７ 

埼玉県企業職員の給与の種類及び基準に関す

る条例等の一部を改正する条例 

 

【企業局】 

 

１ 趣  旨  

  県の一般職員に準じ、給与制度の整備等をするための改正 

 

２ 内  容 

（1） 在宅勤務等手当の新設 

 

（2） その他手当の見直し 

 

３ 施行期日  

  令和７年４月１日等 
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案件名 概要 

１８ 

埼玉県流域下水道事業企業職員の給与の種類

及び基準に関する条例等の一部を改正する条

例 

 

【下水道局】 

 

１ 趣  旨  

  県の一般職員に準じ、給与制度の整備等をするための改正 

 

２ 内  容 

（1） 在宅勤務等手当の新設 

 

（2） その他手当の見直し 

 

３ 施行期日  

  令和７年４月１日等 

 

１９ 

埼玉県教育委員会事務局職員の定数条例の一

部を改正する条例 

 

【教育局】 

 

１ 趣  旨  

  県立特別支援学校における過密状況の解消等に対処するため、教育委員会事務局職員の定数を改定するための改

正 
   
２ 内  容 

  職員定数の改定 

 現 行 改正後 

教育委員会事務局職員 ７３１人 ７３３人 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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案件名 概要 

２０ 

学校職員の給与に関する条例等の一部を改正

する条例 

 

【教育局】 

 

１ 趣  旨  

  人事委員会の勧告等を踏まえ、給与制度の整備等を行うための改正 

 

２ 内  容 

（1） 学校職員の給与に関する条例の一部改正 

  ア 給料表の見直し 

    職務や職責をより反映した給料体系とする 

  イ 扶養手当の見直し 

    段階的に配偶者に係る手当を廃止、子に係る手当額を引上げ 

扶養親族 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

配偶者 ６，５００円 ３，０００円 支給しない 

子 １０，０００円 １１，５００円 １３，０００円 

  ウ 地域手当の見直し 

    支給割合の引上げ ８．３％ → ８．５％  

    ただし、給与水準が変わらないよう、給料月額を調整 

  エ 通勤手当の見直し 

    １か月あたりの支給限度額を１５万円に引上げ 

  オ 在宅勤務等手当の新設 

    １か月あたり３，０００円の範囲内で支給 

  カ その他手当の見直し 

    単身赴任手当、管理職員特別勤務手当、定年前再任用短時間勤務学校職員の住居手当・へき地手当等につい 

    て所要の改正を行う 

 

（2） 会計年度任用学校職員の報酬等に関する条例の一部改正 

    在宅勤務等手当に相当する報酬の新設 

    １か月あたり３，０００円の範囲内で支給 

 

（3） 学校職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正 

     暫定再任用学校職員の支給対象手当を拡充 

    住居手当、へき地手当等を追加 

 

（4） 職員の育児休業等に関する条例の一部改正 

    学校職員の給与に関する条例の一部改正に伴う規定の整備 

 

３ 施行期日等 

  令和７年４月１日 ただし、一部規定については、所要の経過措置を設ける 
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案件名 概要 
２１ 

埼玉県学校職員定数条例の一部を改正する条

例 

 

【教育局】 

 

１ 趣  旨  

  高等学校及び義務教育諸学校における教職員の標準定数の変更のため、学校職員の定数を改定するための改正 

 

２ 内  容 

  学校職員の定数の改定 

 現 行 改正後 

県立高等学校及び市町村立高等学校
（定時制の課程） 

９，２８１人 ９，１６４人 

県立及び市町村立の特別支援学校 ５，２３７人 ５，３６２人 

県立及び市町村立の中学校 

（義務教育学校の後期課程を含む。） 
１０，３０７人 １０，２９７人 

市町村立小学校 

（義務教育学校の前期課程を含む。） 
１８，３０６人 １８，４２５人 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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案件名 概要 

２２ 

埼玉県学校設置条例の一部を改正する条例 

【教育局】 

１ 趣  旨 

県立高等学校１２校の統合及び名称変更をするための改正 

２ 内  容 

県立高等学校１２校の統合 

現行 改正後 

埼玉県立和光国際高等学校 

埼玉県立和光高等学校 

埼玉県立和光国際高等学校 

埼玉県立岩槻高等学校 

埼玉県立岩槻北陵高等学校 

埼玉県立岩槻高等学校 

埼玉県立秩父高等学校 

埼玉県立皆野高等学校 

埼玉県立秩父高等学校 

埼玉県立越生高等学校 

埼玉県立鳩山高等学校 

埼玉県立越生翔桜高等学校 

埼玉県立八潮南高等学校 

埼玉県立八潮高等学校 

埼玉県立八潮フロンティア高等学校 

埼玉県立大宮工業高等学校 

埼玉県立浦和工業高等学校 

埼玉県立大宮科学技術高等学校 

３ 施行期日 

令和８年４月１日 
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案件名 概要 

２３ 

学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例 

 

【教育局】 

 

１ 趣  旨  

  育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の一部改正及び、人事委員会が行った

人事管理に関する報告を踏まえ、学校職員の申告を考慮して勤務時間を割り振る制度の対象となる学校職員の範囲

を拡大等するための改正 

 

２ 内  容 

（1） 勤務時間等の弾力的な設定 

  ア  フレックスタイム制の対象を全学校職員に拡大 

  イ  休憩時間を任意の時間に設定することを可能とする 

 

（2） 仕事と育児・介護の両立支援制度の拡充等 

  ア 時間外勤務の制限の対象となる子の範囲の拡大 

     ３歳に満たない子 → 小学校就学の始期に達するまでの子 

  イ 仕事と介護の両立支援制度の周知など、教育委員会が講じなければならない措置を規定 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 

 

２４ 

埼玉県地方警察職員定数条例の一部を改正す

る条例 

 

【警察本部】 

 

１ 趣  旨  

  警察事務の増大に伴い、警察官の階級別の定数を改定するための改正 

 

２ 内  容 

  警察官の階級別定数 

 現行 

（令和６年度末までの特例増加分を除く） 

改正後 

警視 ２８９人 ２９３人 

警部 ６８０人 ６９１人 

警部補及び巡査部長 ６，９２６人 ７，０３２人 

巡査 ３，６２９人 ３，６８３人 

 

３ 施行期日 

  令和７年４月１日 
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工事請負契約の締結 

案件名 概要 

１ 

工事請負契約の変更契約の締結について（越谷

警察署庁舎新築工事） 

【警察本部】 

 越谷警察署庁舎新築工事の請負契約の変更契約を締結することについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例第２条の規定に基づき議決を求めるもの 

１ 金 額 （変更前）２，１８５，７００，０００円 （変更後）２，２８５，８００，０００円 

２ 履 行 期 限 令和７年１０月３１日 

３ 相 手 方 古郡建設株式会社（埼玉県深谷市） 

髙元建設株式会社（埼玉県越谷市） 

２ 

工事請負契約の変更契約の締結について（越谷

警察署庁舎新築空調設備工事） 

【警察本部】 

 越谷警察署庁舎新築空調設備工事の請負契約の変更契約を締結することについて、議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定に基づき議決を求めるもの 

１ 金 額 （変更前）６３２，５００，０００円 （変更後）６９８，２２５，０００円 

２ 履 行 期 限 令和７年１０月３１日 

３ 相 手 方 株式会社サイエイヤマト（埼玉県さいたま市） 
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訴えの提起 

案件名 概要 

１ 

訴えの提起について 

 

【保健医療部】 

 

 補助金返還等請求事件に関して訴えを提起することについて、地方自治法第９６条第１項第１２号の規定に基づき

議決を求めるもの  

  

１ 事件名 補助金返還等請求事件 

  

２ 相手方 株式会社メディトランセ（東京都新宿区） 

  

３ 取扱い 請求が認容されないときは上訴する   

          補助金を返還等する旨の申し入れがあり、かつ、その履行が見込まれるときは和解する 

 

２ 

訴えの提起について 

 

【都市整備部】 

 

 県営住宅の明渡し及び滞納家賃等請求事件に関して訴えを提起することについて、地方自治法第９６条第１項第 

１２号の規定に基づき議決を求めるもの  

  

１ 事件名 県営住宅の明渡し及び滞納家賃等請求事件  

  

２ 相手方 県営住宅の家賃を長期にわたり滞納している者（３人）  

  

３ 取扱い 請求が認容されないときは上訴する   

          滞納家賃等を完納する旨の申し入れがあり、かつ、その履行が見込まれるときは和解する 
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案件名 概要 

３ 

訴えの提起について 

 

【都市整備部】 

 

 県営住宅の明渡し及び損害賠償金請求事件に関して訴えを提起することについて、地方自治法第９６条第１項第 

１２号の規定に基づき議決を求めるもの  

  

１ 事件名 県営住宅の明渡し及び損害賠償金請求事件  

  

２ 相手方 県営住宅を不法に占有している者（２人）  

  

３ 取扱い 請求が認容されないときは上訴する 
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事件議決 

案件名 概要 

１ 

包括外部監査契約の締結について 

 

【企画財政部】 

 

 包括外部監査契約の締結について、地方自治法第２５２条の３６第１項の規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 金  額 ２０，０００，０００円を上限とする額 

 

２ 相 手 方 新江 明 

  

２ 

指定管理者の指定について（彩の国さいたま芸

術劇場） 

 

【県民生活部】 

 

 彩の国さいたま芸術劇場の管理に関し、指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基

づき議決を求めるもの 

 

１ 指定管理者 公益財団法人埼玉県芸術文化振興財団（埼玉県さいたま市） 

 

２ 指定の期間 令和７年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

 

３ 選定方法 公募 

 

３ 

県営土地改良事業に要する経費の関係市町の

負担額について 

 

【農林部】 

 

 土地改良事業に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定めるため、土地改良法第９１条第６項において

準用する同法第９０条第１０項の規定に基づき議決を求めるもの 

 

１ 関係市町 さいたま市ほか２８市町 

 

２ 負 担 額 当該市町に係る事業費にそれぞれ負担率を乗じて得た額以内の額 
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案件名 概要 

４ 

農道整備事業等に要する経費の関係市町の負

担額について 

【農林部】 

 農道整備事業等に要する経費について関係市町が負担すべき金額を定めるため、地方財政法第２７条第２項の規定

に基づき議決を求めるもの 

１ 関係市町 川越市ほか１５市町 

２ 負 担 額 当該市町に係る事業費にそれぞれ負担率を乗じて得た額以内の額 

５ 

急傾斜地崩壊対策事業に要する経費の関係町

の負担額について 

【県土整備部】 

 急傾斜地崩壊対策事業に要する経費について関係町が負担すべき金額を定めるため、地方財政法第２７条第２項の

規定に基づき議決を求めるもの 

１ 関 係 町 長瀞町及び小鹿野町 

２ 負 担 額 それぞれの区域に係る事業費に２０分の１を乗じて得た額 
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基本的な計画の策定等 

案件名 概要 

１ 

埼玉県５か年計画等の変更について 

 

【企画財政部】 

 

 埼玉県５か年計画等の一部を変更することについて、埼玉県行政に係る基本的な計画について議会の議決事件と定

める条例第２条第１号及び第２号の規定に基づき議決を求めるもの 

 

２ 

第３期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略

の策定について 

 

【企画財政部】 

 

 第３期埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定することについて、埼玉県行政に係る基本的な計画について

議会の議決事件と定める条例第２条第２号の規定に基づき議決を求めるもの 

 

３ 

埼玉県青少年健全育成・支援プランの廃止につ

いて 

 

【県民生活部】 

 

 埼玉県青少年健全育成・支援プランを廃止することについて、埼玉県行政に係る基本的な計画について議会の議決

事件と定める条例第２条第２号の規定に基づき議決を求めるもの  
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案件名 概要 

４ 

埼玉県防犯のまちづくり推進計画の策定につ

いて 

 

【県民生活部】 

 

 埼玉県防犯のまちづくり推進計画を策定することについて、埼玉県行政に係る基本的な計画について議会の議決事

件と定める条例第２条第２号の規定に基づき議決を求めるもの  

 

 

 

５ 

埼玉県環境基本計画の変更について 

 

【環境部】 

  

 埼玉県環境基本計画の一部を変更することについて、埼玉県行政に係る基本的な計画について議会の議決事件と定

める条例第２条第２号の規定に基づき議決を求めるもの  

６ 

埼玉県こども・若者計画の策定について 

 

【福祉部】 

 

 埼玉県こども・若者計画を策定することについて、埼玉県行政に係る基本的な計画について議会の議決事件と定め

る条例第２条第２号の規定に基づき議決を求めるもの 
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予算（令和６年度２月補正分） 

案件名 概要 

１ 

令和６年度埼玉県一般会計補正予算（第５号） 補正前 ２，１３６，１３２，７７４千円 

補正額  ５５，７８６，７７１千円 

補正後 ２，１９１，９１９，５４５千円 

対当初比  １０３．４％ 

２ 

令和６年度埼玉県水道用水供給事業会計補正

予算（第２号） 

補正前 １００，８９８，２８１千円 

補正額  ５，６６７，７４１千円 

補正後 １０６，５６６，０２２千円 

対当初比  １０５．６％ 

３ 

令和６年度埼玉県流域下水道事業会計補正予

算（第１号） 

補正前 ８７，９０４，８００千円 

補正額  ４，０００，０００千円 

補正後 ９１，９０４，８００千円

対当初比 １０４．６％
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【報告】 

地方自治法第１８０条第２項の規定による知事専決処分報告   
案件名 概要 

１ 

埼玉県都市公園条例の一部を改正する条例 

【都市整備部】 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部改正に伴う規定の整備を行うため、地方

自治法第１８０条第１項の規定により専決処分したことについて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するも

の  

１ 専決処分年月日 令和７年１月２４日 

２ 専決処分理由 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令の一部改正に伴い、規定の 

整備をするため 

３ 改 正 内 容 規定の整備 

４ 施 行 期 日 令和７年６月１日 

２ 

埼玉県専用水道に係る水道技術管理者の資格を定 

める条例の一部を改正する条例及び埼玉県水道用 

水供給事業に係る技術上の監督を要する水道の布 

設工事等を定める条例の一部を改正する条例の一 

部を改正する条例 

【企業局】 

 建設業法施行令の一部改正に伴う規定の整備を行うため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分

したことについて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの  

１ 専決処分年月日 令和７年１月２４日  

２ 専決処分理由 建設業法施行令の一部改正に伴い、規定の整備をするため 

３ 改 正 内 容 規定の整備 

４ 施 行 期 日 公布の日 
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案件名 概要 

３ 

損害賠償の額を定めることについて 

【都市整備部】 

 営造物の設置管理に係る損害賠償の額を定めるため、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分した 

ことについて、同条第２項の規定に基づき議会に報告するもの 

１ 専決処分年月日 令和７年１月２４日  

２ 専決処分理由 営造物の設置管理に係る損害賠償額の決定のため 

３ 相 手 方 損傷した自動車の所有者 

４ 事 案 の 概 要 

 令和６年７月２２日、さいたま市岩槻区末田地先の市道上において、公園建設工事のために設置していたバ 

リケードの一部が市道にはみ出し、相手方の運転する自動車に接触して損傷させたもの 

５ 損 害 賠 償 額 ３４０，７８０円 


